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引 受 保 険 会 社 一 覧 表

保険会社との間で問題を解決できない場合（指定紛争解決機関）

お 申 し 込 み ・ お 問 い 合 わ せ

■ご契約後の契約内容の変更などの通知（右の囲み参照）
ご契約後に右記の変更などが発生した場合または変更をご希望の場合は、幹
事保険会社（損保ジャパン日本興亜）までご連絡ください。ご通知がない場合
は、ご契約を解除することや、保険金の全額または一部をお支払いできないこ
とがありますので、ご注意ください。
また、変更内容によっては、ご契約を継続することができない場合があります。

この保険で補償される事故が生じた場合は、遅滞なく、幹事保険会社（損保
ジャパン日本興亜）にご通知ください。遅滞なくご通知いただけなかった場
合は、保険金の全額または一部をお支払いできないことがありますので、ご
注意ください。また、損害保険金のお支払額が１回の事故につき保険金額の
１００％に相当する額を超えた場合は、この保険契約は、その損害が発生し
たときに終了します。
地震保険においては、損害の認定が全損となり、保険金をお支払いした場合、
その損害が発生した時に終了します。主契約が終了した場合は、地震保険は
効力を失います。その場合は手続きが必要となりますので、詳細につきまし
ては、幹事保険会社（損保ジャパン日本興亜）までお問い合わせください。

損保ジャパン日本興亜は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受
けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手
続実施基本契約を締結しています。
損保ジャパン日本興亜との間で問題を解決できない場合は、一般社
団法人日本損害保険協会に解決の申し立てを行うことができます。

火災保険期間の途中からでも地震保険にご加入することができ
ます。
詳しくは、右記の幹事保険会社（損保ジャパン日本興亜）までお
問い合わせください。

　　警戒宣言発令後の取扱いについて
大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言が発令されたと
きは、その時から「地震保険に関する法律」に定める一定期間、
東海地震に係る地震防災対策強化地域内に所在する保険の対
象（建物）について、地震保険の新規契約および増額契約はお
引受けできません（同一物件・同一被保険者・保険金額が同
額以下の更改契約は除きます。）のでご注意ください。

勤労者財産形成融資住宅特約火災保険幹事会社
損害保険ジャパン日本興亜株式会社

特約火災保険部
０１２０－３１３－４３３
（03-3349-4188）

受付時間：平日　午前9時～午後 5時
ただし、土日祝日、12月31日～1月3日を除きます。
※休日・祝日明けはお電話が混み合う場合がございます。
※おかけ間違いにご注意ください。

一般社団法人日本損害保険協会 そんぽＡＤＲセンター
電話番号 0570-022808 [ ナビダイヤル ]＜通話料有料＞
※ＰＨＳ・ＩＰ電話からは 03-4332-5241 をご利用
ください。

受付時間▶平日　午前 9 時 15 分～午後 5 時
詳しくは、一般社団法人日本損害保険協会のホーム
ページをご覧ください。　http://www.sonpo.or.jp/

■事故が起こった場合

●このパンフレットは「特約地震保険」の概要を説明したものです。詳しい内容につきましては幹事保険会社（損保ジャパン日本興亜）までお問い合わせください。
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あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
朝 日 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社
エ ー ス 損 害 保 険 株 式 会 社
共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社
ジェイアイ傷害火災保険株式会社

セコム 損 害 保 険 株 式 会 社
セゾン自動車火災保険株式会社
大同火災海上保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
日新火災海上保険株式会社

三井住友海上火災保険株式会社

勤労者財産形成融資住宅特約火災保険幹事会社
損害保険ジャパン日本興亜株式会社
〒160-8313 東京都新宿区西新宿 1-26-1
 「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」は、
株式会社損害保険ジャパンと日本興亜損害保険株式会社が
2014年9月1日に合併して誕生した会社です。

この保険契約は以下の保険会社による共同保険契約であり、損害保険ジャパン日本興亜株式会社が幹事保険会社として、他の引
受保険会社を代理・代行して保険料の領収、保険証券（等）の発行、保険金支払その他の業務または事務を行います。各引受保険
会社はそれぞれの引受割合に応じて、連帯することなく単独個別に保険契約上の責任を負います。
（この保険契約の内容は各引受保険会社に連絡することがあります。）

ご 注 意 い た だ き た い こ と

ご連絡が必要な変更
❶ 建物の構造・用途の変更
❷ 住居部分がなくなった
❸ 建物の建築年月
（地震保険の建築年割引を適用された場合）
❹ 建物の職作業・作業規模の変更
❺ 割増引の変更
（地震保険の割引を適用された場合）
❻ 保険の対象の譲渡
保険の対象を譲渡する場合で、ご契約の継続を
希望される場合は、事前にご連絡ください。
事前にご連絡がない場合は、ご契約は効力を失
いますので、ご注意ください。なお、ご契約の継
続を希望されない場合も、譲渡された後、遅滞な
くご連絡ください。

❼ ご契約者の住所・通知先変更
ご契約者の住所または通知先を変更する場合
は、遅滞なくご連絡ください。ご連絡をいただか
ないと、重要なお知らせやご案内ができなくなり
ます。
なお、改姓等によりご契約者の氏名を変更され
た場合も、遅滞なくご連絡ください。

❽ 上記以外の変更
上記以外の変更をご希望の場合は、事前にご連
絡ください。

次に該当する場合、ご契約を解除することや、保険金をお支払いできない場
合があります。
・保険契約者または被保険者が保険金を支払わせることを目的として損害
を生じさせた場合

・保険契約者または被保険者が暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該
当すると認められた場合　等

■重大事由による解除

（幹事保険会社）
損害保険ジャパン日本興亜株式会社



保険の対象となるのは、以下の建物です。

※ 上記の保険料は、保険期間が１年間で地震保険の割引適用なしの場合の保険料を記載しています。
※ 建物の構造は、ご契約カード等でご確認ください。
※ 地震保険の割引制度については次頁をご確認ください。

【保険料例】建物の所在地：東京都、建物の構造：Ｃ構造、地震保険料：1,000 万円
2,910×（1,000 万円 /100 万円）＝29,100 円

特約地震保険へのご加入をおすすめします

保 険 の 対 象

割 引 制 度

保 険 金 の お 支 払 い に つ い て

保 険 金 を お 支 払 い で き な い 主 な 場 合

補 償 内 容

保 険 金 額 の 設 定

保 険 料 の 目 安

特約地震保険では、地震・噴火またはこれらにより発生した津波を
原因とする火災・損壊・埋没・流失の損害を補償します。

● 住居のみに使用される住宅・マンション等

地震・噴火またはこれらにより発生した津波（以下「地震等」といいます。）を原因とする火災・損壊・埋没・流失によって、保険
の対象である建物が損害を受けた場合に保険金をお支払いします。

地震保険は、建物の免震・耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。割引の適用にあたっては、所定の確認資料のご提出
が必要です。なお、複数の割引を重複して適用することはできません。複数の確認資料をお持ちの場合は、最も高い割引の確認資
料をご提出ください。詳しくは幹事保険会社（損保ジャパン日本興亜）までお問い合わせください。割引は、確認資料をご提出いた
だいた日以降の期間に対して適用されます。

地震保険は、通常の火災保険とは異なり、実際の損害額を保険金としてお支払いするものではありません。
損害の程度によって「全損」「半損」「一部損」の認定を行い、それぞれ地震保険金額の１００％・５０％・５％を定額でお支払いします。
損害の程度が「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。なお、損害の程度は、建物の主要構造部（軸組・基礎・屋根・
外壁等）で確認します。

・戦争、内乱、暴動その他類似の事変
・地震等の際における紛失または盗難
・核燃料物質に起因する事故

など

・地震等が発生した日の翌日から起算して１０日経過後に生じた損害
・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意もしくは重大な過失また
は法令違反

詳細は特約火災保険のご契約時にお渡ししております「特約火災保険・特約地震保険のご案内」等をご参照ください。

ご注意
●建物に損害がなく、門、塀、垣のみに損害があった場合は、保険金のお支払いの対象とはなりません。
●家財等は特約火災保険・特約地震保険の対象外となります。 家財等の損害については、保険金のお支払いの対象とはな
りません。 ご希望の場合は別途、他の火災保険等をご利用ください。

保険金額の設定

保険金額の限度額

特約火災保険金額の３０％～５０％の範囲内で設定

同一敷地内に所在し、かつ、同一被保険者の所有に属する建物について
５,０００万円※が限度

※ 地震保険に２契約以上加入されている場合は、保険金額を合算して限度額を適用します。
※ ２世帯以上が居住するアパート等の場合は、世帯（戸室）数に５,０００万円を乗じた額を建物の限度額とすることができます。
　 （ただし、特約火災保険金額の５０％が限度です。）また、マンション等の区分所有建物の場合は、各区分所有者ごとに限度額が適用されます。

※ お支払いする保険金は、１回の地震等による損害保険会社全社の支払保険金総額が 7 兆円を超える場合、算出された支払保険金総額に対す
る7 兆円の割合によって削減されることがあります。（平成２6 年 8 月現在）

※ ７２時間以内に生じた２以上の地震等はこれらを一括して１回とみなします。地震保険金額１００万円あたりの保険料は以下のとおりです。

　　建物の損害認定に関する注意点
損害の程度の認定は「地震保険損害認定基準」に従います。（国が定める「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」とは異なります。）
建物の主要構造部（軸組・基礎・屋根・外壁等）の損害の程度に応じて、「全損」「半損」「一部損」を認定します。
主要構造部に該当しない部分のみの損害は保険金のお支払対象となりません。 【例】 門、塀、垣のみに損害があった場合
　　損害の程度が「一部損」に至らない場合の注意点
損害の程度が、上記損害認定の基準の「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。
【例】 瓦のみが割れた、内壁の一部にひびが入った場合などで上記の「一部損」に至らない場合
　　損害の程度が「全損」と認定された場合の注意点
損害の程度が、「全損」と認定された場合には、地震保険の補償はその損害が生じた時に遡って終了しますので、終了後に発生した地震等による損害は補償されません。
　　主契約火災保険に関する注意点
地震保険金が支払われる場合、火災保険では損害保険金だけでなく、各種費用保険金（残存物取片付け費用など）も支払われません。
（地震火災費用保険金は、地震等による火災にかぎり、お支払いの対象となる場合があります。）

● 「住居」と「店舗・事務所等の事業」の両方に使用される建物

住居のみに使用される住宅・マンション等

「住居」と「店舗・事務所等の事業」の
両方に使用される建物

住居のみに使用される住宅・マンション等

「住居」と「店舗・事務所等の事業」の
両方に使用される建物

割引の種類 割引率 割引の適用条件 確認資料例（コピー可）

建築年割引 １０％ 昭和５６年６月１日以降に新築された建物である場合 建物登記簿謄本
建築確認書

耐震等級割引
１級 １０％ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく耐震等級

（構造躯体の倒壊等防止）を有している場合 建設住宅性能評価書
認定通知書
技術的審査適合証

２級 ３０％
３級 ５０％

免震建築物割引 ５０％ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物
である場合

耐震診断割引 １０％
地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改
正建築基準法（昭和５６年６月１日施行）における耐震基準
をみたす場合

耐震基準適合証明書
住宅耐震改修証明書

損害の程度
損害の程度

お支払いする保険金
軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額 焼失・流失した部分の床面積

全損 建物の時価額の
５０％以上

建物の延床面積の
７０％以上 ▶ 地震保険金額の１００％

（時価額が限度）

半損 建物の時価額の
２０％以上５０％未満

建物の延床面積の
２０％以上７０％未満 ▶ 地震保険金額の５０％

（時価額の５０％が限度）

一部損

建物の時価額の
３％以上２０％未満 －

▶ 地震保険金額の５％
（時価額の５％が限度）全損・半損に至らない建物が床上浸水

または地盤面から４５ｃｍを超える浸水

建物の構造
建物の所在地

Ａ構造、Ｂ構造または
特級、１級、２級の場合

Ｃ́構造、Ｃ構造または
３́級、３級の場合

岩手、秋田、山形、栃木、群馬、富山、石川、福井、長野、滋賀、
鳥取、島根、岡山、広島、山口、福岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児島 580 円

950 円

福島 1,160 円

北海道、青森、宮城、新潟、山梨、岐阜、
京都、兵庫、奈良、香川、大分、宮崎、沖縄 750 円 1,470 円

茨城、愛媛 1,050 円
2,180 円

埼玉、大阪 1,220 円

徳島、高知 1,050 円 2,490 円

千葉、東京、神奈川、静岡、愛知、三重、和歌山 1,800 円 2,910 円


